




































































































































































































契約社員 321 32．7 42．7 16．5 8．1
臨時雇用者 76 31．6 44．7 11．8 11．8
非正社員 パ　ー　ト 367 40．6 39．8 12．5 7．1
出向社員 122 27．9 38．5 17．2 16．4
派遣労働者 329 39．8 38．6 14．3 7．3
職場内請負社員 198 45．5 31．3 12．1 11．1
取引先派遣スタッフ 69 50．7 21．7 4．3 23．2






























A正社員が高度な仕事に専念できる 46．6 49．3 4．1
B正社員の労働時間が短くなる 31．4 64．0 4．6
C外部から新たなノウハウを導入することができる 19．6 75．2 5．2
D自社でできない業務ができるようになる 13．9 80．9 5．2
E製品・サービスの質が向上する 26．3 68．9 4．8
F機密事項が漏洩する危険がある 26．9 68．1 5．0
Gノウハウの蓄積・伝承が難しい 50．6 44．7 4．7
H仕事上の連携が円滑に進まない 22．5 72．8 4．7
1チームワークに悪影響がでる 16．4 78．9 4．7
J社員の帰属意識が弱まる 18．0 77．2 4．8
K正社員の離職率が上昇する 9．8 85．4 4．8
L正社員の労働時間が長くなる 15．9 79．3 4．8
M正社員の経験・技能の幅が狭まる 18．5 76．8 4．7
N正社員や請負社員の管理や調整のための時間が増え， 19．7 75．3 5．0
正社員が本来行うべき業務に専念できない
O正社員の教育に割く時間が増え，正社員が本来の仕 23．4 71．3 5．3
事に専念できない
P正社員の新人をはじめから高度な業務につけること 22．7 72．1 5．2
になるため，新人の育成が難しい
Q製品・サービスの質が低下する 16．9 77．7 5．4




































































































































































































































































































































































































































































































































A正社員が高度な仕事に専念できる はい 480 16．0 84．0
いいえ 509 21．6 78．4
0，031
B正社員の労働時間が短くなる はい 325 15．4 84．6
いいえ 663 20．7 79．3
0，057
Gノウハウの蓄積・伝承が難しい はい 525 28．4 71．6
いいえ 464 8．2 91．8
0，000
L正社員の労働時間が長くなる はい 165 38．2 61．8
いいえ 824 14．9 85．1
0，000
M正社員の経験・技能の幅が狭まる はい 192 41．7 58．3
いいえ 797 13．3 86．7
0，000
はい 205 40．5 59．5N正社員や請負社員の管理や調整のための仕事が増
　え，正社員が本来行うべき業務に専念できない いいえ 783 13．2 86．8
0，000
はい 243 42．8 57．20非正社員の教育訓練に割く時間が増え，正社
　員が本来の仕事に専念できない いいえ 742 10．9 89．1
0，000
はい 235 40．4 59．6P正社員の新人を初めから高度な業務に就ける
　ことになるため，新人の育成が難しい いいえ 750 12．3 87．7
0，000
有意水準はPeasonのX二乗漸近有意確率（両側），連続修正による
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とは言えない。しかし混在型職場の権威構造を見ると因果関係が成立する可
能性は高いと筆者は考えている。
　混在型職場で正社員が非正社員との相互関係上どのような位置づけを占め
ているか，JS調査（調査概要は注2を参照されたい）で得られた所見をも
とに概観してみよう。
　主として貿易実務で派遣社員を活用している総合商社B社は，派遣につ
いて，「組織のラインの長の価値観にもよるんでしょうけれども，機密は正
社員じゃなくちゃいかんという意識はまだ少なからず持っている」ところが
あるし，派遣は「すぐにやめられるリスクがある」と述べていた。機密の共
有し，労働の給付を安心して受けられる存在としての正社員という特性が浮
かび上がる。
　また，店舗に多数のパートを擁iする小売業A社では，新入正社員が店舗
に配置され，最初はパートの主任の下から仕事が始まる。とはいえ，パート
で主任になる例が少ないのに対して正社員は全員がはじめから主任になるた
めの教育をする対象であるというように，正社員に対する期待は高く教育訓
練の機会からして異なる。しかし，「ここ3年，社員を減らしてくれという
ニーズが店長から多」く，「以前は社員はいつもおるということで重宝して
いましたけれども，コストの問題を考えると，社員は要らない。今，社員は
余っていると思います，社内的には」といった状況である。その背景には，
一方でパートの間で寡婦の人などを中心に比較的柔軟に勤務できる人が増え，
能力も正社員と比べて遜色ない場合が少なくないといったパート側の要因と，
他方でコスト削減という経営側の要因があり，これらが絡み合って，正社員
の意味がなくなりつつあるとA社は説明した。これは，総合商社B社と同
様に，かつて正社員は労働給付の安定性が違うという認識が社内にあったが，
それが正社員だけの特性ではなくなってきたことを示している。
　設計役務，IT関連業務で派遣を活用しているC社では，例えば設計で同
じ程度のスキルの派遣と正社員とのコスト差を，目標では派遣は正社員の7，
8掛としているが，実際にはそれほど差がついていない。正社員の場合には
人事制度でコストをコントロールできるが，派遣はそれができないからだと
いう。
　このように，非正社員との対比で正社員の位置づけを見ると，正社員は長
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期的に育成する対象であるという点で期待は高いが，労働給付の安定性を確
保し，労務費コストの調整を図る等消極的な機能を担っている面もある。正
社員のこうした機能も期待も，その由来は一言で言えばその企業に長期にわ
たって属するという専属性であろう。この専属性が端的に表れやすい場面が
転勤である。A社では，店舗では常識ある主婦のパートと学卒の新入社員
とを比べたら，職務遂行能力は前者が上だと認めながらも，バートから正社
員への登用制度を廃止した。パートは転居を伴う転勤に応じられない場合が
多く，勤務地が限定され，雇用を守れないことが最大の理由である。
　正社員は非正社員に比べて，賃金も，期待も，昇進・昇格の見通しも比較
優位な立場であるかもしれない。しかしそれは専属性（従属性）と引き換え
である面を払拭できない。そしてまた，仮に正社員の能力が非正社員の能力
よりも集団レベルで相対的に高かったとしても，能力があるから正社員，と
いうわけではない。そのことはA社が上記のように述べているし，設計部
門，建設工事管理部門で請負を活用しているC社には，設計事務所を構え
「一人で生きていける」だけの実力があり，社員よりも能力は上との評価を
受け20年，30年にわたってC社から設計を請け負っている人達がいる。
　たとえ職場組織の中で職務編制上正社員が非正社員よりも高く位置づけら
れていたとしても，それは権限関係を規定するかもしれないが，権威関係ま
でをも規定するわけではない。経営組織は仕事を媒介とした人間の組織であ
る。経営組織の中で，組織上定められた職務に基づく権限関係と能力等個別
的な特性に基づく権威関係として成員同士は相互関係を認知し，個人は組織
全体とのつながり（帰属意識）をもつ。そうであるとするならば，より高い
仕事，そしてそれにふさわしい能力を獲得できる可能性，つまり職場におけ
る能力開発の可能性が帰属意識を左右する可能性は高いと思われる。
8．おわりに
　以上を要約して本稿の締めくくりとしたい。
　本稿は一つの職場の中に異なる身分の者が混在していて，経営組織として
の機能，すなわち協業関係に影響を及ぼさないのかという疑問から出発した。
この問題を考察するために，経営組織が経営組織として機能するには組織構
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成員の権限関係が明確でなければならず，権限関係の実効をみるには権威関
係をみなければならないので権限・権威関係の視点から考察する立場をとっ
た。そして職務権限論に立脚して混在型職場の正社員と非正社員との権限関
係を規定するのは職務編制であるとの考えに至った。
　先行調査と筆者の参加した調査によれば，職務編制上，非正社員を正社員
よりも下位に位置づける取り決めが多かったとしても，実際に課業を担う職
場では規約どおりにできず，状況や能力などに応じて正社員と非正社員との
職務編制が変動する職場が多いことがわかった。それならば，権限関係は不
明確な混在型職場は多く，経営組織としての機能にも影響が見られるであろ
うと思ったが，少なくとも現時点ではデメリットの指摘率はいずれも高くな
かった。
　ただし，回答者の認識構造で現れた職場の能力開発可能性対職場組織の統
合性という軸について分析すると，職場における能力開発の可能性の大きさ
は，帰属意識を経由して職場組織の統合性につながる可能性が浮かび上がっ
た。そうした解釈の背景になったのがダーレンドルフやベンディクスが指摘
した権威関係の重要性であり，従業員の組織に対する主体的な参加態度の重
要性であった。
　この解釈を検証するには時系列的な調査が必要である。
　また，本稿の所見は職場の職務編成の明確さとその厳格な運用を要求する
のであるが，それには「単純な仕事だけを回せば辞める人は多くなる」（19）と
いうような危険性が伴う。これはまた別の大きな課題を提起する。これらの
取り残された課題への取り組みは今後の課題としたい。
＊本稿は2002年5月18日の日本労使関係研究会議における学会報告「職務
権限論からみた非正社員化と職場組織　　ダーレンドルフとベンディクス
の所論を手がかりに」を修正したものである。
謝辞：本稿の内容を日本労使関係研究会議で報告した際，白鴎大学の森本三
　　　男先生から貴重なご指摘とご教示を賜りました。衷心よりお礼申し上
　　　げます。
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　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　厚生労働省（2001）33頁。
（2）非正社員の活用状況を調査したアンケート調査の連合総研調査とグループイ
　　ンタビューのJS調査である。連合総研調査は連合総合生活開発研究所に設置
　　された「多様な就業形態の組合せと労使関係に関する調査研究委員会（主査：
　　佐藤博樹）で実施されたアンケート調査の職場調査版である。調査実施時期は
　　2000年10月～12月，職場委員を対象とした調査で，連合傘下の民間産業別組
　　織に単組の選定を依頼し，単組経由し調査票を3000票配布，1644の有効票を
　　回収し有効回収率は54．8％であった。JS調査は社会経済生産性本部に設置さ
　　れた雇用問題研究フォーラム（座長：高梨昌）で実施されたグループインタビュー
　　である。調査実施時期は2001年12月4日，調査協力企業は，①小売業A社
　　（パート，派遣社員，契約社員を活用），②総合商社B社（派遣社員，契約社
　　員を活用），③建設業C社（パート，派遣社員，契約社員，請負を活用）の3
　　社である。
（3）①に属するものとして例えば，古郡靹子（1997）「産業構造の変化と多様化
　　する雇用形態」日本労働研究雑誌447号（1997年8月号）29頁以下，本田一
　　成（1992）『チェーンストア業界における雇用の多様化と労使関係』日本労働
　　研究機構i，神谷隆之（2000）『労働力の非正社員化と外部化の構造のメカニズ
　　ム』日本労働研究機構を，②に属するものとして例えば，三山雅子（1991）「パー
　　トタイマー戦力化と企業内教育」日本労働研究雑誌377号（1991年4月号）
　　28頁以下を，③に属するものとして例えば，小野晶子（2001）「大型小売業に
　　おける部門の業績管理とパートタイマー」日本労働研究雑誌498号（2001年
　　特別号）99頁以下を，④に属するものとして例えば永瀬伸子（1994）「既婚女
　　子の雇用就業形態の選択に関する実証分析　　パートと正社員」日本労働研究
　　雑誌418号（1994年12月号）31頁以下を，⑤に属するものとして例えば伍賀
　　一道（1998）「現代資本主義と不安定就業問題』御茶ノ水書房，パートタイム
　　労働にかかる雇用管理調査研究会（佐藤博樹他）（2000年）『パートタイム労
　　働に係る雇用管理研究会報告』労働省女性局・21世紀職業財団を，⑥に属す
　　るものとして例えば筒井清子・山岡煕子（1985）「パートタイマー組織化問題
　　の背景と課題　　スーパーイズミヤのパートタイマー協議会発足の事例を中
　　心として」日本労働研究雑誌315号（1985念8月号）45ページ以下，高梨昌
　　（1990）「雇用形態の多様化と労使関係」中央労働時報804号（1990年1月号）
　　23頁以下を挙げることができる。
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（9）
吉富（1985）73－75頁。
阪柳（1967）985頁。
渡瀬（1970）84－86頁。
Fayo1（1929）19－20頁。
藻利（1965）428－429頁。
権限の源泉について，三つの説を比較し職能権限説を支持するものとして，
　　三戸公（1973）第4章153頁以下。
（10）　高宮（1961）95－99頁。
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（11）
（12）
（13）
（14）
　　非正社員の契約内容の明確さは4段階で点数化すると，
　　は3．44～3．50と高いが，
　　都立労働研究所（2000）26頁）。
（15）　土方（1974）第3章「集団執務体制」95頁以下。
（16）　Dahrendolf（1972訳）32－33。
（17）Dahrendolf（1972訳）23。
（18）　Bendix（1974訳）621頁。
（19）　中部産政研（1998）77頁。
高宮（1961）100頁。
佐野（2000）14頁。
佐野（2000）15－18頁。
東京都立労働研究所（2000）によれば，デザイン業・旅行業・飲食店で働く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例えば「勤務場所」で
　　　　　　　　　指揮命令系統では2．54～2．80と大きく低下する（東京
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